
　議案第２９号

　（総則）

第１条　令和７年度藤岡市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和７年度藤岡市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとお

　り補正する。

（科　　　目）

　第１款　下 水 道 事 業 収 益 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 収 益 千円 千円 千円

　　第２項　営 業 外 収 益 千円 千円 千円

　第１款　下 水 道 事 業 費 用 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 費 用 千円 千円 千円

　　第２項　営 業 外 費 用 千円 千円 千円

令和７年度藤岡市下水道事業会計補正予算（第２号）

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　　　　入

７３７,６０４ △３０,１０７ ７０７,４９７

２８０,０２１ △４,７６２ ２７５,２５９

４５７,５８３ △２５,３４５ ４３２,２３８

支　　　　　　出

６５３,５３５ △３５,８３４ ６１７,７０１

５９３,８９８ △３４,７６６ ５５９,１３２

５８,５８５ △１,０６８ ５７,５１７



　（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１５３，８３３千円は、当年度分消費税及び地

　方消費税資本的収支調整額１１，７５０千円、過年度分損益勘定留保資金１０７，０１８千円、当年度分損益勘定留保資金３５，

　０６５千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１４８，５０４千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

　収支調整額９，２１０千円、過年度分損益勘定留保資金１０７，０１８千円、当年度分損益勘定留保資金３２，２７６千円」に

　改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科　　　目）

　第１款　資 本 的 収 入 千円 千円 千円

　　第１項　企 業 債 千円 千円 千円

　　第２項　負 担 金 千円 千円 千円

　　第３項　補 助 金 千円 千円 千円

　第１款　資 本 的 支 出 千円 千円 千円

　　第１項　建 設 改 良 費 千円 千円 千円

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　　　　入

５６０,５３７ △５８,８７１ ５０１,６６６

２２４,８００ △４０,８００ １８４,０００

３,２８２ ５,６８２ ８,９６４

３３２,４４５ △２３,７５３ ３０８,６９２

支　　　　　　出

７１４,３７０ △６４,２００ ６５０,１７０

３９２,８６５ △６４,２００ ３２８,６６５



　（企業債）

第４条　予算第５条に定めた起債の変更は、次のとおりとする。

１．変　更

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条　予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり改める。

（科　　　目）

　（１）職 員 給 与 費 千円 千円 千円

　（他会計からの補助金）

第６条　予算第９条中「３３５，５４４千円」を「３３９，４５７千円」に改める。

　　令和８年２月２７日提出

　　令和８年２月２７日可決

藤岡市長　新　井　雅　博　　

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

限 度 額 起債の方法 利　率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利　率 償還の方法

２０８，９００千円 １６８，１００千円

（既決予定額） （補正予定額） （計）

６１,７７４ １１１ ６１,８８５

起債の目的

公共下水道事業
証書借入
又は

証券発行

　年５．０％以内
　（ただし、利率
見直し方式で借り
入れる政府資金・
地方公共団体金融
機構及び銀行その
他の資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率。）

　政府資金について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合には、その債権
者と協定するものに
よる。
　ただし企業財政の
都合により据置期間
及び償還期限の短
縮、若しくは繰上償
還又は低利に借換す
ることができる。

補正前に同じ 補正前に同じ 補正前に同じ



　収　　入 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業収益 737,604 △ 30,107 707,497

１ 営業収益 280,021 △ 4,762 275,259

１ 下水道使用料 221,035 △ 9,492 211,543

２ 他会計負担金 58,476 4,031 62,507

３ その他の営業収益 510 699 1,209

２ 営業外収益 457,583 △ 25,345 432,238

２ 他会計補助金 94,052 3,913 97,965

３ 消費税及び地方消費税還付金 5,756 △ 4,053 1,703

４ 長期前受金戻入 357,630 △ 25,205 332,425

　支　　出 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業費用 653,535 △ 35,834 617,701

１ 営業費用 593,898 △ 34,766 559,132

１ 管渠費 19,970 △ 3,906 16,064

３ 総係費 30,610 111 30,721

４ 減価償却費 419,315 △ 30,971 388,344

２ 営業外費用 58,585 △ 1,068 57,517

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 58,585 △ 1,068 57,517

令和７年度藤岡市下水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び支出）

款 項 目

款 項 目



　収　　入 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 資本的収入 560,537 △ 58,871 501,666

１ 企業債 224,800 △ 40,800 184,000

１ 企業債 224,800 △ 40,800 184,000

２ 負担金 3,282 5,682 8,964

１ 受益者負担金 3,282 5,682 8,964

３ 補助金 332,445 △ 23,753 308,692

１ 国県補助金 90,953 △ 23,753 67,200

　支　　出 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 資本的支出 714,370 △ 64,200 650,170

１ 建設改良費 392,865 △ 64,200 328,665

１ 管渠建設改良費 373,571 △ 64,200 309,371

（資本的収入及び支出）

款 項 目

款 項 目



１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）当期純利益
　（２）減価償却費
　（３）貸倒引当金の増減額　（△は減少）
　（４）長期前受金戻入額
　（５）引当金の増減額　（△は減少）
　（６）受取利息及び受取配当金
　（７）支払利息
　（８）未収金の増減額　（△は増加）
　（９）その他流動資産の増減額　（△は増加）
　（10）未払金の増減額　（△は減少）
　（11）その他流動負債の増減額　（△は減少）
　　　　小計
　（12）利息及び配当金の受取額
　（13）利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　（１）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
　（２）他会計負担金等による収入
　（３）国庫補助金等による収入
　（４）貸付金償還による収入
　（５）貸付金による支出
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出
　（３）他会計からの出資による収入
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

令和７年度藤岡市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位　円）

81,587,200
388,344,000
△ 212,000

△ 332,425,000
631,457

0
57,517,000
12,237,506

0
△ 11,906,763

0
195,773,400

0
△ 57,517,000
138,256,400

△ 307,469,094
8,527,148

293,648,642
10,000

△ 360,000
△ 5,643,304

184,000,000
△ 321,144,754

0
△ 137,144,754

△ 4,531,658
99,198,603
94,666,945



１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　施設利用権

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

（３）　投 資 そ の 他 資 産
　　　イ　長期貸付金

　　　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和７年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

（単位　円）
資　　産　　の　　部

18,424,188
18,041,254,590

△ 8,107,673,923 9,933,580,667
172,287,652

△ 87,953,941 84,333,711
4,206,653

△ 3,356,674 849,979
1,340,416,540

11,377,605,085

749,141,495

749,141,495

350,000

350,000

12,127,096,580



２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

94,666,945

13,150,018
3,725,496

0
△ 3,996,333 12,879,181

107,546,126

12,234,642,706



３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

　　　　固 定 負 債 合 計

４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税
　　　　未 払 金 合 計

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金
　　　　そ の 他 流 動 負 債 合 計

　　　　流 動 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

4,046,011,861
4,046,011,861

4,046,011,861

312,977,143
312,977,143

321,160
0
0

321,160

4,556,000
905,000

5,461,000

27,550
27,550

318,786,853



５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

６　資 本 金
　　　　資 本 金

７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　他 会 計 補 助 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　減 債 積 立 金
　　　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

10,524,128,687
△ 4,916,837,136

5,607,291,551

9,972,090,265

資　　本　　の　　部

2,106,708,146

13,011,951

13,011,951

0
142,832,344

142,832,344

155,844,295

2,262,552,441

12,234,642,706



　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　　令和２年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　構築物　　　　　　　　　　　　　５０年

　　　　　　機械及び装置　　　　　　　 　　 ２０年

　　　　　　車両運搬具　　　　　　　 　　 ３～５年

　（２）　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　施設利用権　　　　　　　　　　　４５年

　２　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）　賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月

　　　までの４ヶ月分）を計上している。

　（３）　法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（４）　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。



Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると

　　見込まれる額は、３，６６４，３４９千円である。

Ⅲ．その他の注記

　引当金の取崩し

　（１）　賞与引当金の取崩し

　　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として１２，５５２千円を支給することとなったため、賞与引当金４，０３６千円を取り

　　　崩した。

　（２）　法定福利費引当金の取崩し

　　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として２，４５６千円を支給することとなったため、法定福利費引当金

　　　７９６千円を取り崩した。

　（３）　貸倒引当金の取崩し

　　　　令和７年度において、債権の不納欠損による損失２１３千円に充てることとなったため、貸倒引当金２１３千円を取り崩した。


